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【要約】各地の愛育班活動の実態と他の住民組織や保健・福祉行政との連携、並びに愛育班長の「健やか親子

21」等の認識状況について検討することを目的とし、全国366市町村の愛育班長を対象に調査を実施した。

　前回調査の1987年と比較して単独組織は増加したが、分班制はやや低下していた。役員が任期で交替する

愛育班は約半数で、家庭訪問と分班長会議の開催状況はやや高くなっていた。班長の「健やか親子21」や「虐

待」の認識は高いものの、より積極的な取り組みが望まれ、そのための情報提供が必要であることが示唆され

た。愛育班と市町村行政との緊密なパートナーシップが今後の保健福祉活動充実のカギとなると考えられる。

【見出し語】　愛育班　　住民組織　　分班　　家庭訪問　　パートナーシップ

A　Stuαy　on　the　Activities　ofthe　Community　Organizations　anαthe　RelationshiOs　between　Them　in

theFieldsofHeakhan“Welfare（1）

Susumu　SA皿0，A㎞’aTAKANO，Osamu　OYAMA

　　TakashiNAKAMURA，Noriko　NAGASAKA

［Abstractl　The　purpose　of　this　study　was　to　clarify　the　current　activities　of　each　AHKU－HAN　in　Japan，the　relations

betweenAIIKU－HANactivitiesand血eotherco㎜unityorganizations，山epublichealthandwelf訂ead血nis往ations，

and　to　examine　how　the　leaders　ofAHKU－HAN　understandthe　national　campaign66SUKOYAKAFAMILY21”。

The　objects　ofthis　survey　were　the　leaders　ofAIIKU－HAN　in366cities／towns／villages。

Compa血gwiththefomersurveyin1987，themmberoftheindependentorganizationsincreased，howeverontheother

hand，thebranchesofeachco㎜unity（Bunpan）slightlydecreased。HalfoftheomcersofallAHKU－HANchangedby

thetemofof6ce．The丘equencyofhomevisits　andthatoftheleader’smeetingsofthebranchesofeachco㎜unitya

little　increased．The　leaders　recognized　well　the　national　campaign66SUKOYAKA　FAMILY21”and66child　abuse”，but

more　positive　act三vities　for　that　campaign　will　be　required，and　in　order　to　do　so　they　needed　the　infomlation　about　the

aCUlal　aCtiVitieS．

It　has　been　con㎞ed　that　the　pa∫tnership　between　AnKU－HAN　and　the　public　administrations　in　the

cities／towns／vi皿ages　would　be　the　key　to　promote　the　health　and　welfare　activities　in　the　fUture。

［KeyWordl　AHKU－HAN，co㎜unityorganization，出ebranchesofco㎜unlty（Bunpan），homevisit，p飢nership
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1．目的

”1．結果

　住民組織の存在は、プライマリ・ヘルス・ケアの

活動原則やヘルスプロモーションの活動方法をあげ

るまでもなく、地域保健活動をすすめるにあたって、

必須要件である。健康日本21、健やか親子21、虐待

防止においても住民組織の参加を促進することで一

層の効果が期待できる。

　本研究では、全国的な保健・福祉関係の住民組織

活動の調査に先立ち、母子愛育会で普及に努めてい

る愛育班の構造と機能、班長の意識、市町村行政と

の関係、保健・福祉分野との連携の実態などを把握

し、今後の住民組織のあり方と支援の方法について

検討することを目的とした。

”．方法

　調査は、自記式調査票を用いた郵送調査法により、

全国に分布する単位愛育班※（366市町村、1，159組

織）の班長を対象に平成13年2月から3月に実施し

た。

　調査内容は、1．組織の状況（結成年、会員制、分

班制、組織形態、規約、事務局、補助金等）、2．活動

状況（総会、活動対象、訪問活動、分班長会議、協

力関係団体、役員任期等〉、3．班長の考え（名称、活

動に対する意見、活動のメリット等）、4．健やか親子

21、虐待など最近の母子保健の話題と活動の取り組

み状況などである。

　対象組織の都道府県別組織数と回収状況を表1に

示した。班長772名から有効回答（66．6％）が得ら

れた。

　分析は、市部と郡部の比較、及び1987年度調査1）

と比較検討した。

※単位愛育班とは、小学校区や合併前の旧町村を単位に組織される。

従って、同一市町村内に複数の愛育班が存在する場合がある。主な活
動は、①家庭訪問（声かけ）②話し合い学習（分班長会議・班員会議）

③社会資源との協働の三つである。

1．組織の状況

　回答者の都道府県別内訳は表1に示したとおりで

あった。市町村区分は、市が424組織（54．9％）、町

では300組織（38．9％）、村は38組織（4．9％）、不

明は10組織（1．3％）であった。（表2）

1）設立時期

　組織の結成年代別では、1950年代が29．9％で最も

高く、次いで1970年代（20．1％）、以下1960年代

（19．6％）、1980年代（16．2％〉、1990年代（6．3％）、

2000年代（1．0％）、1940年代（0．6％）、1930年代

（0．4％）、無回答（5．8％）であった。（表3）

2）組織形態

　組織形態は、単独組織が81．3％、他組織に編成さ

れている組織は15．9％、無回答2．7％であった。市

郡別にみると、単独組織については、郡部（84．0％）

が市部（79．2％）より若干高く、他組織に編成され

た組織は、市部（17．5％）が郡部（14．5％）より高

かった。（表4）

3）組織機構（会員制、分班制）

　愛育班組織の特徴である会員制については、会員

制rあり」が62．8％、rなし」は35．1％であった。

市郡別では、郡部（69．2％）が市部（57．5％）より

高かった。（表5）

　分班制については、「分班制あり」は73．2％であっ

た。市郡別では、郡部82．0％、市部66．3％と郡部が

高かった。（表6）

4）規約（会則）の有無

　規約・会則の有無については、規約「あり」90．0％、

rなし」8．4％、無回答2．3％であった。市郡別では、

郡部（91．7％）と市部（88．7％）で大きな差はみら

れなかった。（表7）

5）総会の開催状況

　総会は、全体で94．3％の愛育班が開催していた。
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市郡別では、市部（95．0％）と郡部（93．2％）でほ

とんど差はみられなかった。（表8）

2。活動状況

1）活動の対象

　活動対象は、「地域の人たち全員」を対象としてい

るが73．4％ともっとも高かった。その他は、「乳幼児

をもつ母親」（7．3％）、「乳幼児や妊産婦のいる家

庭」（6．3％）、「地域の婦人たち」（4．9％）、「その他」

（3．1％）、「入会を希望した家庭」（1．6％）であった。

（表9）

2）家庭訪問活動

　訪問活動・声かけ活動については、活動「あり」

が89．1％とほとんどの愛育班で実施されていた。市

郡別では市部（87．3％）、郡部（91．4％）で大きな差

はみられなかった。（表10）

3）分班長会議の開催

　分班長会議の開催状況は、「定例で月一回開催し

ている」が47．0％で最も高く、「定例で2か月に一回

開催している」（13．1％）、「定例で年に3～4回開

催している」（11．1％）をあわせると、定例的に開催

する組織が71．2％であった。　「不定期で必要に応じ

て開催している」組織は19．2％で、何らかの形で会

議を開催している組織は90．4％に達した。他はrほ

とんど開催していない」（3．4％）、「分班長がいない

　（分班制がない）ので会議はない」（4．8％）などで

あった。（表11）

4）他の活動

　訪問活動・声かけ活動と分班長会議以外の活動の

有無については、86．7％が「あり」と回答していた。

　（表12）

5）役員の任期と交替

　役員の任期は、r任期が決まっている」組織は

77．8％で、次いで「役員の種類で異なる」は11．5％

と、ほとんどの愛育班が任期を定めていた。（表13）

　役員の交替は、「任期でほとんどが交替する」が

48．2％で最も高く、次いで「班員・分班長は交替す

るが班長等はあまり交替しない」（15．4％）、「班員

は交替するが分班長や班長等はあまり交替しない」

（14．2％）、r役員はあまり交替せず、固定的である」

（11．0％）、その他（7．6％）などの順であった．（表

14）

6）班長の引継

　引継を「必ずしている」が66．7％、「必要に応じて

している」が27．7％で、あわせて94．4％の愛育班で

引継がされていた。（表15）

7）班員研修会の開催

　班員研修については、「毎年必ず開催している」が

64．6％で最も高く、次いで「必要に応じて開催して

いる」が17．5％、「班員が交替したとき開催してい

る」が8．7％で、ほとんどの愛育班で班員研修が行わ

れていた。（表16）

3．班長の意見

1）班長の性別と年齢・班長経験年数

　班長の性別は、女性が98．1％であった。年齢は、

60歳代が36．9％で最も高く、次いで50歳代（24．7％）、

以下70歳代（17．6％）、40歳代（9．2％）、30歳代

（7．0％）、80歳代（1．4％）、20歳代（0．6％）の順

であった。（表17、18）

　班長の経験年数は、回答のあった752名の分布を

みると、1年が33．4％、2年が16．4％と約半数は2

年以内であった。また。5年未満でも62．5％と、比

較的経験年数が短かった。（表19）

2）愛育班活動への意見

　愛育班活動についての班長の意見は、「対象を限

定せずに、地域住民の健康づくりに関する活動」が

51．0％と最も高く、以下「母子保健・児童福祉だけ

でなく高齢者の保健と福祉の活動」（22．9％）、「積

極的な母子保健活動」（12．2％）、「その他」（1．3％）、

無回答（12．6％）の順であった。（表20）

3）家庭訪問および話し合い活動の必要性

　家庭訪問活動・声かけ活動の必要性は、r必ず必要

だと思う」（53．2％）が最も高く、rどちらかと言え
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ば必要である」（29．5％）をあわせて82．8％が必要で

あると回答していた。（表21）

　話し合い活動の必要性は、「必ず必要だと思う」

　（70．1％）が最も高く、「どちらかと言えば必要であ

る」（22．7％）をあわせて92．7％が必要であると回答

していた。（表22）

4）愛育班の名称

　愛育班の名称に対する意見は、rこのままでよい」

が58．7％で最も高く、以下「活動内容にあった名称

に変えた方がよい」（12．4％）、「古い感じがするの

で変えた方がよい」（11．7％）、「この名称は使用し

ていない」（10．0％）、rわからない」（4．7％）、無回

答（2．6％）の順であった．（表23）

5）活動のメリットと困難事項

　活動して良かったことは、「健康についての関心

が高くなった」が29．8％で最も高く、以下「地域や

社会に貢献することができた」（23．1％）、r親しく

つきあえる友人ができた」（15．3％）、「新しい知識

や技能を学ぶことができた」（13．1％）、「地域の人

たちに感謝された」（4．9％）、「自分の意見を発表し

たり活動する機会が得られた」（3．2％）の順であっ

た。（表24）

　活動して困ったことは、r特にない」が34．3％で最

も高く、「活動が忙しく家庭が犠牲になった」

（15．3％）、「人間関係が難しかった。」（13．9％）、

r地域の人たちに理解してもらえなかった」

（7．5％）、「他の役員の協力が得られなかった」

（7．1％）、「愛育班独自の活動ができなかった」

（6．9％）、「行政の援助が得られなかった」（0．9％）

などであった。（表25）

6）後継者の有無と組織運営

　後継者の有無については、「あり」が62．0％、「な

し」が32．0％、無回答6．0％であった。（表26）

　組織運営の状況については、「うまくいっている」

が73．3％とほとんどを占め、「問題がある」は21．0％

であった。（表27）

4．最近の母子保健の話題と活動

1）「健やか親子21」の認識

　「健やか親子21」を「知っている」は34．7％、「聞

いたことはあるが具体的なことは知らない」

（44．9％）、「知らない」（17。5％）で知らない者の方

が高かった。市郡別では、「知っている」者は、郡部

（24．0％）より市部（43．2％）の方が高かった。「聞

いたことはあるが具体的なことは知らない」は、市

部は40．8％、郡部は50．3％であった。「知らない」

は市部で13．9％、郡部で22．2％であった。市部の方

が郡部より知っている者の割合が高かった。（表28）

2）「児童虐待」への取り組み

　児童虐待についての取り組み状況は、全体では「話

題になっている」（54．9％）が半数以上を占め、「活

動で取り上げている」が19．4％、「話題にあがったこ

とはない」22．9％であった。市郡別でみると、「活動

でとりあげている」は市部（24．3％）が郡部（13．3％）

より高かった。「話題になっている」の割合は、市部

（53．3％）、郡部（56．8％）で差は少なかった。「話

題にあがったことはない」については市部（20．3％〉、

郡部（26．3％）で大きな差はなかった。（表29）

5．行政や他組織との連携

1）事務局

　事務局所在地は、全体では、市町村保健センター

（43．3％）が最も高く、以下、市町村役場（31．5％）、

班長宅（14．0％）、公民館（5．2％）、市町村出張所

（3．1％）などであった。市郡別では、市部が市保健

センター（40．8％）、班長宅（22．4％）、市役所（19．1％）、

公民館（7．8％）、出張所（5．4％）、その他（2．1％）

であった。郡部では、役場（47．6％）、保健センター

（46．2％）、出張所（0．3％〉、班長宅（3．8％）、公民

館（1．8％）、その他（0．3％）の順であった。（表30）

2）行政からの補助金

　補助金については、補助金「あり」が89．1％で、

「なし」は8．4％であった。（表31）
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3）協力関係の組織

　活動上の協力関係にある他組織の有無については、

協力関係「あり」の割合は、全体で65．0％であった。

市郡別では、市部（73．3％）の方が郡部（54．4％）

より高かった。（表32）

4）他組織の役員兼務状況

　他組織の役員兼務の有無については、他組織の役

員兼務「あり」は全体で66．2％、市郡別では市部

（70．5％）が郡部（60．4％〉より高かった。（表33）

IV．考察

1．愛育班の構造と機能

　婦人会など他の住民組織に編成されていない単独

組織が81．3％で、1987（昭和62）年度調査の72．0％

から9．3ポイント増加している。これは、既存組織、

特に婦人会等の旧来型組織から、独立したものと推

測される。独立の要因はともあれ、活動目的を達成

するためには、その目的のみの組織構成である方が

運営がし易いと考えられる。

　組織構造の特徴である会員制、分班制をみると、

会員制「あり」が、1987年度の36．4％から62．8％

と26．4ポイント増加しており、会員制がかなり定着

している。また、分班制は77．4％から今回は73．2％

とやや低下している。市郡別で市部が少なかったこ

とから、都市部における分班制の状況と問題につい

ての詳細な検討が必要である。

　役員の任期を定めている組織は77．8％で、任期満

了時に役員が交替する組織は48．2％であった。この

ことは、班員をはじめ、役員の新陳代謝が活発なこ

とを表しており、多くの人が活動へ参加し、新しい

意見や考えが活動に反映されるという点では、好ま

しい運営になっていると思われる。

　訪問活動・声かけ活動は89．1％で実施されており、

1987年度（83．2％）に比べ5．9ポイント増加してい

た。訪問活動は困難なこととして取り上げられるこ

とが多いが、これは受け持ち制（班員が担当する近

隣数世帯）に無理があるなど組織上の問題を内包し

ていることが多く、今回の調査では活発な訪問活動

が行われていることが明らかになったといえる。こ

の活動をより強化することで、虐待等母子保健上の

問題の早期発見につながると考えられる。

　分班長会議の開催については、「定例で月1回開

催している」が47．0％と、1987年度調査の28．1％

（年11～13回開催）と比べ高くなっている。訪問活

動・声かけ活動に比べれば少ないが、半数の組織で

毎月分班長会議が開催されており、声かけ活動によ

る情報収集、話し合い学習、伝達等の活動が連続し

ていると考えられる。今後、この場面の活性化が望

まれる。

2．班長（リーダー）

　愛育班の活動についての意見では、「対象を限定

せずに、地域住民の健康づくりに関する活動」

（51．0％）、「母子保健・児童福祉だけでなく高齢者

の保健と福祉の活動」（22．9％）など、母子保健活動

を越えた活動の必要性を班長は考えていた。地域特

性に即した活動を考えているといえよう。

　訪問活動の必要性についての意見では、必要であ

ると回答した班長は82．8％で、1987年度（71．3％）

より11．5ポイント増加していた。話し合い活動の必

要性については9割を越えており、実際の活動状況

と班長の考えは一致していた。これは、活動の積み

重ねと支援者である保健婦による助言の成果である

とも考えられる。

4．母子保健・福祉の話題

　「健やか親子21」はスタートして間もないが、「知

っている」（34．7％）はr知らない」（17．5％）に比

べ高く、今後の活動として積極的な取り組みが期待

できよう。

　ただし、「聞いたことはあるが具体的なことは知

らない」が44．9％であることから、「健やか親子21」

の具体的な内容や組織としての取り上げ方などにつ
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いての情報提供は必要と考えられる。

　また、郡部（24．0％）は市部（43．2％）に比べ、「知

っている」割合が低い点から、行政の積極的な情報

や活動方針等の提供が求められている。

　児童虐待については、「活動で取り上げている」

「話題になっている」をあわせると74．3％と全体に

注目していたが、より多くの愛育班で話題に取り上

げるなど、具体的な活動の中での取り組みを期待し

たい。

　「活動で取り上げている」割合は、市部が24．3％

と郡部に比べて10ポイント高く、虐待発生頻度が高

いと推測できる。したがって市部については、早急

に取り組み方法等の情報提供が必要であると考えら

れる。

　訪問活動は、市部（87．3％）が郡部（91．4％）よ

り3．1ポイント低くなっていた。訪問活動や声かけ

活動は、日頃の状況が十分把握でき、隣人に近い距

離から状況を把握できるという特色を生かした訪問、

声かけ活動の工夫が望まれる。

5．行政や他組織との連携

　事務局の所在地は、市町村保健センターが43．3％

で前回から21．2ポイント高くなっていた。市町村保

健センターの整備が進んだ結果といえよう。市郡別

では、市部で班長宅が22．4％と郡部の3．8％に比べ

高い傾向がみられた。

　一方、市町村保健センターや市町村役場、市町村

出張所といった行政機関が事務局になっている割合

は郡部が圧倒的に高く、8～9割の愛育班は行政への

依存度が高いことを示している。しかし、逆に行政

との連携は取りやすいとも考えられる。

　また、補助金の有無をみると89．1％が補助金を受

けており、1987年度調査（75．8％）より13．3ポイ

ント高くなっていた。事務局所在地と補助金の有無

から考えて、市町村行政と愛育班は緊密な関係にあ

り、市町村の母子保健や健康増進、福祉施策の一翼

を担っていると考えられる。この両者のパートナー

シップのあり方が、今後の保健福祉活動を左右する

と考えられる。

　地域の住民組織間の協力関係rあり」は65．0％と、

前回の51．2％から13．8ポイント増加していた。また、

市郡別では、市部（73．3％）の方が郡部（54．4％）

より、組織間の連携がとれているといえる。他組織

や他団体との連携は今後の活動の大きな課題である

ことから、このあり方についての行政機関の支援に

期待したい。

V．まとめ

　全国の愛育班長を対象にその活動状況や連携につ

いて調査した。1987年度調査と比べ、回収率は約1

割低くなっていた。また、「健康日本21」や「虐待」

の認識状況は低くはないものの十分でない。各愛育

班に対しての情報提供を積極的に推進し、活動方法

を提示していくことが必要と考えられる。啓発用パ

ンフレットなどや機関紙を使用した情報提供が今後

必要であろう。

　住民組織には、愛育班等の地縁型組織のほか、委

員型、ボランティア型等の構造、機能を異にする住

民組織が存在する。今後これらのネットワーク化、

すなわち連携の強化が課題となる。

【文献】

1）．愛育班全国調査報告書一全国の愛育班の状況一，

　社会福祉法人恩賜財団母子愛育会，昭和63年
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表1愛育班全国調査対象組織数（2001．3．）と有効回収数

No． コード 都道府県名
愛育班のある
市町村数

　単位
育班数

回収数 有効回収数

1 1 北海道 1 1 1
2 青森

3 岩手

2 4 宮城 1 1 1
3 5 秋田 7 22 17

4 6 山形 3 4・ 4
5 7 福島 4 10 3
6 8 茨城 11 23 21

7 9 栃木 3 6 2
8 10 群馬 2 2 2
9 11 埼玉 56 173 111

12 千葉
13 東京
14 神奈川

10 15 新潟 3 7 2
11 16 富山 4 5 4

17 石川
12 18 福井 5 33 19

13 19 山梨 53 138 78

14 20 長野 3 10 3
15 21 岐阜 2 2 1

22 静岡
23 愛知
24 三重
25 滋賀
26 京都

16 27 大阪 1 1 1
17 28 兵庫 34 94 70

18 29 奈良 1 1 1
19 30 和歌山 3 3 2
20 31 鳥取 2 4 2
21 32 島根 5 5 3
22 33 岡山 78 374 267

23 34 広島 4 12 10

24 35 山ロ 5 17 14

25 36 徳島 5 20 16

26 37 香川 40 116 73

27 38 愛媛 4 8 5
39 高知
40 福岡

28 41 佐賀 1 2 2
29 42 長崎 6 8 8
30 43 熊本 1 1 1
31 44 大分 17 55 24

45 宮崎
32 46 鹿児島 1 1 0

47 沖縄
不明 4
合計 366 1，159 779 772

回収率 67．2％

有効回収率 66．6％
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表2　市町村区分
実数 ％

市 424 54．9

町 300 38．9

村 38
4
．
9

N．A． 10
1
．
3

合計 772 100．0

表3　結成年代
年代 実数 ％

1930～ 3
0
．
4

1940～ 5
0
．
6

1950～ 231 29．9

1960～ 151 19．6

1970～ 155 20．1

1980～ 125 16．2

1990～ 49
6
．
3

2000～ 8
1
．
0

N．A． 45
5
．
8

合計 772 100．0

表4　市郡別組織形態
単独 他に編成 N．A． 合計

市部
実数 336 74 14 424
％ 79．2 17．5

3
．
3

100．0

郡部
実数 284 49 5 338
％ 84．0 14．5

1
．
5

100．0

N．A．
実数 8 2 10

％ 80 20 100

合計
実数 628 123 21 772

％ 81．3 15．9
2
．
7

100．0

表5　市郡別会員制の有無
あり なし N．A． 合計

市部
実数 244 170 10 424
％ 57．5 40．1

2
．
4

100．0

郡部
実数 234 98 6 338
％ 69．2 29．0

1
．
8

100．0

NA．
実数 7 3 10

％ 70．0 30．0 100．0

合計
実数 485 271 16 772
％ 62．8 35．1

2
．
1

100．0

表6　市郡別分班制の有無
あり なし N．A。 合計

市部
実数 281 119 24 424
％ 66．3 28．1

5
．
7

100．0

郡部
実数 277 56 5 338
％ 82．0 16．6

1
．
5

100つ
N．A．

実数 7 3 10

％ 70．0 30．0 100．0

合計
実数 565 178 29 772

％ 73．2 23．1
3
．
8

100．0
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表7　市郡別規約の有無
あり なし N．A． 合計

市部
実数 376 39 9 424
％ 88．7

9
．
2

2
．
1

100．0

郡部
実数 310 20 8 338
％ 91．7

5
．
9

2
．
4

100．0

N．A．
実数 9 1 10

％ 90．0 10．0 100．0

合計
実数 695 59 18 772
％ 90．0

7
．
6

2
．
3

100．0

表8　市郡別総会開催の有無
あり なし N，A． 合計

市部
実数 403 17 4 424
％ 95．0

4
．
0

0
．
9

100．0

郡部
実数 315 22 1 338
％ 93．2

6
．
5

0
．
3

100．0

N。A．
実数 10 10

％ 100．0 100．0

合計
実数 728 39 5 772
％ 94．3

5
．
1

0
．
6

100．0

表9　活動の対象
対象 実数 ％

1．地域の人たち全員 567 73．4

2．乳幼児や妊産婦のいる家庭 49
6
．
3

3．乳幼児をもつ母親 56
7
．
3

4．地域の婦人たち 38
4
．
9

5．入会を希望した家庭 12
1
．
6

6．その他 24
3
．
1

N．A． 26
3
．
4

合計 772 100．0

表10　市郡別訪問活動の有無
あり なし NA． 合計

市部
実数 370 53 1 424
％ 87．3 12．5

0
．
2

100．0

郡部
実数 309 28 1 338
％ 91．4

8
．
3

0
．
3

100．0

N．A．
実数 9 1 10

％ 90つ 10．0 100．0

合計
実数 688 82 2 772

％ 89．1 10．6
0
．
3

100．0

表11　分班長会議の開催状況
実数 ％

1．定例で月一回開催している 363 47．0
2．定例で2ヶ月に一回開催している 101 13．1

3．　1で　に3～4回牙　してい 86 11．1

4．不定期で必要に応じて開催している 148 19．2

5．ほとんど開催していない。 26
3
．
4

6．分班長がいないので会議はない 37
4
．
8

N．A． 11
1
．
4

合計 772 100．0
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表12　その他活動の有無
実数 ％

あり 669 86．7

なし 55
7
．
1

N．A． 48
6
．
2

合計 772 100．0

実数 ％

1．決まっている 601 77．8

2．役員の種類で異なる 89 11．5

3．決まっていない 77 10．0
N．A． 5

0
．
6

合計 772 100．0

表13　役員の任期

実数 ％

1．役員はあまり交替せず、固定的である 85 11．0

2．班員は交替するが分班長や班長等はあまり交替しない 110 14．2

3．班員・分班長は交替するが班長等はあまり交替しない 119 15．4

4．任期でほとんどが交替する 372 48．2

5．その他 59
7
．
6

NA． 27
3
．
5

合計 772 100．0

表14　役員の交替状況

実数 ％
1．必ずしている 515 66．7

2．必要に応じて 214 27．7

3．していない 24
3
．
1

N．A． 19
2
．
5

合計 772 100．0

表15　引継状況

実数 ％
1．毎年必ず開催している 499 64．6

2．班員が交替したとき開催している 67
8
．
7

3．必要に応じて開催している 135 17．5

4．開催していない。 50
6
．
5

NA． 21
2
．
7

合計 772 100．0

表16　班員研修

表17　班長の性別
実数 ％

男 5
0
．
6

女 757 98．1

N．A． 10
1
．
3

合計 772 100．0
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表18　班長の年齢（年代）
実数 ％

20歳～ 5
0
．
6

30歳～ 54
7
．
0

40歳～ 71
9
．
2

50歳～ 191 24．7

60歳～ 285 36．9

70歳～ 136 17．6

80歳～ 11
1
．
4

NA． 19
2
．
5

合計 772 100．0

表19　班長経験年数
実数 ％

1年 251 32．5
2年 123 15．9
3年 50

6
．
5

4年 46
6
．
0

5年～ 124 16．1

10年～ 109 14．1

20年～ 49
6
．
3

合計 752 97．4

NA． 20
2
．
6

合計 772 100．0

実数 ％

1．積極的な母子保健活動 94 12．2

2．母子だけでなく高齢者の保健福祉も 177 22．9

3．対象を限定せずに、地域住民の健康づくり 394 51つ

4．その他 10
1
．
3

N．A． 97 12．6

合計 772 100．0

表20　活動のあり方

実数 ％
1．必ず必要だと思う 411 53．2

2．どちらかと言えば必要である 228 29．5

3．どちらともいえない 67
8
．
7

4．あまり必要ではないと思う 22
2
．
8

5．必要ないと思う 5
0
．
6

6．わからない 19
2
．
5

N．A． 20
2
．
6

合計 772 100．0

表21　家庭訪問活動・声かけ活動の必要性

実数 ％
1．必ず必要だと思う 541 70．1

2．どちらかと言えば必要である 175 22．7

3．どちらともいえない 20
2
．
6

4．あまり必要ではないと思う 13
1
．
7

5．必要ないと思う 3
0
．
4

6．わからない 9
1
．
2

N．A． 11
1
．
4

合計 772 100．0

表22　話し合い活動の必要性
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表23　名称への意見
実数 ％

1．このままでよい 453 58．7

2．古い感じがするので変えた方がよい 90 11．7

3．活動内容にあった名称に変えた方がよい 96 12．4

4．この名称は使用していない 77 10．0

5．わからない 36
4
．
7

N。A． 20
2
．
6

合計 772 100．0

表24　活動して良かった事
実数 ％

1．健康についての関心が高くなった 230 29．8

2．新しい知識や技能を学ぶことができた 101 13．1

3．親しくつきあえる友人ができた 118 15．3

4．地域や社会に貢献することができた 178 23．1

5．地域の人たちに感謝された。 38
4
．
9

6．自分の意見を発表したり活動する機会が得られた 25
3
．
2

7．その他 38
4
．
9

8．特にない 10
1
．
3

NA． 34
4
．
4

合計 772 100．0

表25　活動上で困った事
実数 ％

1．活動が忙しく家庭が犠牲になった 118 15．3

2．他の役員の協力が得られなかった 55
7
．
1

3．人間関係が難しかった。 107 13．9

吐愛育班独自の活動ができなかった 53
6
．
9

5．地域の人たちに理解してもらえなかった 58
7
．
5

6．行政の援助が得られなかった 7
0
．
9

7．その他 73
9
．
5

8．特にない 265 34．3
N．A． 36

4
．
7

合計 772 100．0

表26　後継者の有無
実数 ％

あり 479 62．0
なし 247 32．0
N．A． 46

6
．
0

合計 772 100．0

表27　組織の運営状況
実数 ％

うまくいっている 566 73．3

問題がある 162 21．0
N．A． 44

5
．
7

合計 772 100．0
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知っている
聞いたことはある

具体的なことは

知らない

知らない N．A． 合計

市部
実数 183 173 59 9 424

％ 43．2 40．8 13．9
2
．
1

100．0

郡部
実数 81 170 75 12 338

％ 24．0 50．3 22．2
3
．
6

100．0

N．A．
実数 4 4 1 1 10

％ 40．0 40．0 10．0 10．0 100．0

合計
実数 268 347 135 22 772

％ 34．7 44．9 17．5
2
．
8

100．0

　　　　　斉藤他：保健福祉における住民組織活動の実態と連携に関する研究（1）

表28　市郡別健やか親子21の認識状況

活動で取り上
げている

話題になってい

　る
話題にあがった

ことはない
N．A． 合計

市部
実数 103 226 86 9 424

％ 24．3 53．3 20．3
2
．
1

100．0

郡部
実数 45 192 89 12 338

％ 13．3 56．8 26．3
3
．
6

100．0

N．A．
実数 2 6 2 10

％ 20．0 60．0 20．0 100．0

合計
実数 150 424 177 21 772

％ 19．4 54．9 22．9
2
．
7

100．0

表29　市郡別「児童虐待」への取り組み状況

市部 郡部 N．A． 合計
1．市役所・町村

場
実数 81 161 1 243

％ 19．1 47．6 10．0 31．5

2．市町村保健セ

ター
実数 173 156 5 334

％ 40．8 46．2 50．0 43．3

3．市町村出張所
実数 23 1 24

％
5
．
4

0
．
3

3
．
1

4．公民館
実数 33 6 1 40

％
7
．
8

1
．
8

10．0
5
．
2

5．班長宅
実数 95 13 108

％ 22．4
3
．
8

14．0

6．その他
実数 9 1 10

％
2
．
1

0
．
3

1
．
3

NA．
実数 10 3 13

％
2
．
4

30．0
1
．
7

合計
実数 424 338 10 772

％ 100．0 100．0 100．0 100．0

表30　市郡別事務局所在地

表31　補助金の有無
実数 ％

あり 688 89．1

なし 65
8
．
4

N．A． 19
2
．
5

合計 772 100つ
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表32　市郡別協力団体、組織の有無

第37集

あり なし N．A． 合計

市部
実数 311 67 46 424
％ 73．3 15．8 10．8 100．0

郡部
実数 184 125 29 338
％ 54．4 37．0

8
．
6

100．0

NA．
実数

7
．
0

3
．
0

10．0

％ 70．0 30．0 100．0

合計
実数 502 192 78 772
％ 65．0 24．9 10．1 100．0

表33　市郡別役員の兼務状況
あり なし N．A． 合計

市部
実数 299 118 7 424
％ 70．5 27．8

1
．
7

100．0

郡部
実数 204 126 8 338
％ 60．4 37．3

2
．
4

100．0

N．A．
実数 8 2 10

％ 80．0 20．0 100．0

合計
実数 511 246 15 772

％ 66．2 31．9
1
．
9

100．0
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〔チーム研究7〕地域母子保健・福祉の連携・支援体制のあり方に関する研究（主任研究者　高野　陽）保健福祉における住民組織活動の実態と連携に関する研究（1）一愛育班全国調査から一母子保健研究部斉藤進・高野陽研究企画・情報部　小山　修・中村　敬　　愛育推進部　長坂典子【要約】各地の愛育班活動の実態と他の住民組織や保健・福祉行政との連携、並びに愛育班長の「健やか親子21」等の認識状況について検討することを目的とし、全国366市町村の愛育班長を対象に調査を実施した。　前回調査の1987年と比較して単独組織は増加したが、分班制はやや低下していた。役員が任期で交替する愛育班は約半数で、家庭訪問と分班長会議の開催状況はやや高くなっていた。班長の「健やか親子21」や「虐待」の認識は高いものの、より積極的な取り組みが望まれ、そのための情報提供が必要であることが示唆された。愛育班と市町村行政との緊密なパートナーシップが今後の保健福祉活動充実のカギとなると考えられる。【見出し語】　愛育班　　住民組織　　分班　　家庭訪問　　パートナーシップA　Stuαy　on　the　Activities　ofthe　Community　Organizations　anαthe　RelationshiOs　between　Them　intheFieldsofHeakhan“Welfare（1）Susumu　SA皿0，A�q’aTAKANO，Osamu　OYAMA　　TakashiNAKAMURA，Noriko　NAGASAKA［Abstractl　The　purpose　of　this　study　was　to　clarify　the　current　activities　of　each　AHKU−HAN　in　Japan，the　relationsbetweenAIIKU−HANactivitiesand血eotherco�ounityorganizations，山epublichealthandwelf訂ead血nis往ations，and　to　examine　how　the　leaders　ofAHKU−HAN　understandthe　national　campaign66SUKOYAKAFAMILY21”。The　objects　ofthis　survey　were　the　leaders　ofAIIKU−HAN　in366cities／towns／villages。Compa血gwiththefomersurveyin1987，themmberoftheindependentorganizationsincreased，howeverontheotherhand，thebranchesofeachco�ounity（Bunpan）slightlydecreased。HalfoftheomcersofallAHKU−HANchangedbythetemofof6ce．The丘equencyofhomevisits　andthatoftheleader’smeetingsofthebranchesofeachco�ounityalittle　increased．The　leaders　recognized　well　the　national　campaign66SUKOYAKA　FAMILY21”and66child　abuse”，butmore　positive　act三vities　for　that　campaign　will　be　required，and　in　order　to　do　so　they　needed　the　infomlation　about　theaCUlal　aCtiVitieS．It　has　been　con�qed　that　the　pa∫tnership　between　AnKU−HAN　and　the　public　administrations　in　thecities／towns／vi皿ages　would　be　the　key　to　promote　the　health　and　welfare　activities　in　the　fUture。［KeyWordl　AHKU−HAN，co�ounityorganization，出ebranchesofco�ounlty（Bunpan），homevisit，p飢nership一145一日本子ども家庭総合研究所紀要　第37集1．目的”1．結果　住民組織の存在は、プライマリ・ヘルス・ケアの活動原則やヘルスプロモーションの活動方法をあげるまでもなく、地域保健活動をすすめるにあたって、必須要件である。健康日本21、健やか親子21、虐待防止においても住民組織の参加を促進することで一層の効果が期待できる。　本研究では、全国的な保健・福祉関係の住民組織活動の調査に先立ち、母子愛育会で普及に努めている愛育班の構造と機能、班長の意識、市町村行政との関係、保健・福祉分野との連携の実態などを把握し、今後の住民組織のあり方と支援の方法について検討することを目的とした。”．方法　調査は、自記式調査票を用いた郵送調査法により、全国に分布する単位愛育班※（366市町村、1，159組織）の班長を対象に平成13年2月から3月に実施した。　調査内容は、1．組織の状況（結成年、会員制、分班制、組織形態、規約、事務局、補助金等）、2．活動状況（総会、活動対象、訪問活動、分班長会議、協力関係団体、役員任期等〉、3．班長の考え（名称、活動に対する意見、活動のメリット等）、4．健やか親子21、虐待など最近の母子保健の話題と活動の取り組み状況などである。　対象組織の都道府県別組織数と回収状況を表1に示した。班長772名から有効回答（66．6％）が得られた。　分析は、市部と郡部の比較、及び1987年度調査1）と比較検討した。※単位愛育班とは、小学校区や合併前の旧町村を単位に組織される。従って、同一市町村内に複数の愛育班が存在する場合がある。主な活動は、�@家庭訪問（声かけ）�A話し合い学習（分班長会議・班員会議）�B社会資源との協働の三つである。1．組織の状況　回答者の都道府県別内訳は表1に示したとおりであった。市町村区分は、市が424組織（54．9％）、町では300組織（38．9％）、村は38組織（4．9％）、不明は10組織（1．3％）であった。（表2）1）設立時期　組織の結成年代別では、1950年代が29．9％で最も高く、次いで1970年代（20．1％）、以下1960年代（19．6％）、1980年代（16．2％〉、1990年代（6．3％）、2000年代（1．0％）、1940年代（0．6％）、1930年代（0．4％）、無回答（5．8％）であった。（表3）2）組織形態　組織形態は、単独組織が81．3％、他組織に編成されている組織は15．9％、無回答2．7％であった。市郡別にみると、単独組織については、郡部（84．0％）が市部（79．2％）より若干高く、他組織に編成された組織は、市部（17．5％）が郡部（14．5％）より高かった。（表4）3）組織機構（会員制、分班制）　愛育班組織の特徴である会員制については、会員制rあり」が62．8％、rなし」は35．1％であった。市郡別では、郡部（69．2％）が市部（57．5％）より高かった。（表5）　分班制については、「分班制あり」は73．2％であった。市郡別では、郡部82．0％、市部66．3％と郡部が高かった。（表6）4）規約（会則）の有無　規約・会則の有無については、規約「あり」90．0％、rなし」8．4％、無回答2．3％であった。市郡別では、郡部（91．7％）と市部（88．7％）で大きな差はみられなかった。（表7）5）総会の開催状況　総会は、全体で94．3％の愛育班が開催していた。一146一斉藤他：保健福祉における住民組織活動の実態と連携に関する研究（1）市郡別では、市部（95．0％）と郡部（93．2％）でほとんど差はみられなかった。（表8）2。活動状況1）活動の対象　活動対象は、「地域の人たち全員」を対象としているが73．4％ともっとも高かった。その他は、「乳幼児をもつ母親」（7．3％）、「乳幼児や妊産婦のいる家庭」（6．3％）、「地域の婦人たち」（4．9％）、「その他」（3．1％）、「入会を希望した家庭」（1．6％）であった。（表9）2）家庭訪問活動　訪問活動・声かけ活動については、活動「あり」が89．1％とほとんどの愛育班で実施されていた。市郡別では市部（87．3％）、郡部（91．4％）で大きな差はみられなかった。（表10）3）分班長会議の開催　分班長会議の開催状況は、「定例で月一回開催している」が47．0％で最も高く、「定例で2か月に一回開催している」（13．1％）、「定例で年に3〜4回開催している」（11．1％）をあわせると、定例的に開催する組織が71．2％であった。　「不定期で必要に応じて開催している」組織は19．2％で、何らかの形で会議を開催している組織は90．4％に達した。他はrほとんど開催していない」（3．4％）、「分班長がいない　（分班制がない）ので会議はない」（4．8％）などであった。（表11）4）他の活動　訪問活動・声かけ活動と分班長会議以外の活動の有無については、86．7％が「あり」と回答していた。　（表12）5）役員の任期と交替　役員の任期は、r任期が決まっている」組織は77．8％で、次いで「役員の種類で異なる」は11．5％と、ほとんどの愛育班が任期を定めていた。（表13）　役員の交替は、「任期でほとんどが交替する」が48．2％で最も高く、次いで「班員・分班長は交替するが班長等はあまり交替しない」（15．4％）、「班員は交替するが分班長や班長等はあまり交替しない」（14．2％）、r役員はあまり交替せず、固定的である」（11．0％）、その他（7．6％）などの順であった．（表14）6）班長の引継　引継を「必ずしている」が66．7％、「必要に応じてしている」が27．7％で、あわせて94．4％の愛育班で引継がされていた。（表15）7）班員研修会の開催　班員研修については、「毎年必ず開催している」が64．6％で最も高く、次いで「必要に応じて開催している」が17．5％、「班員が交替したとき開催している」が8．7％で、ほとんどの愛育班で班員研修が行われていた。（表16）3．班長の意見1）班長の性別と年齢・班長経験年数　班長の性別は、女性が98．1％であった。年齢は、60歳代が36．9％で最も高く、次いで50歳代（24．7％）、以下70歳代（17．6％）、40歳代（9．2％）、30歳代（7．0％）、80歳代（1．4％）、20歳代（0．6％）の順であった。（表17、18）　班長の経験年数は、回答のあった752名の分布をみると、1年が33．4％、2年が16．4％と約半数は2年以内であった。また。5年未満でも62．5％と、比較的経験年数が短かった。（表19）2）愛育班活動への意見　愛育班活動についての班長の意見は、「対象を限定せずに、地域住民の健康づくりに関する活動」が51．0％と最も高く、以下「母子保健・児童福祉だけでなく高齢者の保健と福祉の活動」（22．9％）、「積極的な母子保健活動」（12．2％）、「その他」（1．3％）、無回答（12．6％）の順であった。（表20）3）家庭訪問および話し合い活動の必要性　家庭訪問活動・声かけ活動の必要性は、r必ず必要だと思う」（53．2％）が最も高く、rどちらかと言え147一日本子ども家庭総合研究所紀要　第37集ば必要である」（29．5％）をあわせて82．8％が必要であると回答していた。（表21）　話し合い活動の必要性は、「必ず必要だと思う」　（70．1％）が最も高く、「どちらかと言えば必要である」（22．7％）をあわせて92．7％が必要であると回答していた。（表22）4）愛育班の名称　愛育班の名称に対する意見は、rこのままでよい」が58．7％で最も高く、以下「活動内容にあった名称に変えた方がよい」（12．4％）、「古い感じがするので変えた方がよい」（11．7％）、「この名称は使用していない」（10．0％）、rわからない」（4．7％）、無回答（2．6％）の順であった．（表23）5）活動のメリットと困難事項　活動して良かったことは、「健康についての関心が高くなった」が29．8％で最も高く、以下「地域や社会に貢献することができた」（23．1％）、r親しくつきあえる友人ができた」（15．3％）、「新しい知識や技能を学ぶことができた」（13．1％）、「地域の人たちに感謝された」（4．9％）、「自分の意見を発表したり活動する機会が得られた」（3．2％）の順であった。（表24）　活動して困ったことは、r特にない」が34．3％で最も高く、「活動が忙しく家庭が犠牲になった」（15．3％）、「人間関係が難しかった。」（13．9％）、r地域の人たちに理解してもらえなかった」（7．5％）、「他の役員の協力が得られなかった」（7．1％）、「愛育班独自の活動ができなかった」（6．9％）、「行政の援助が得られなかった」（0．9％）などであった。（表25）6）後継者の有無と組織運営　後継者の有無については、「あり」が62．0％、「なし」が32．0％、無回答6．0％であった。（表26）　組織運営の状況については、「うまくいっている」が73．3％とほとんどを占め、「問題がある」は21．0％であった。（表27）4．最近の母子保健の話題と活動1）「健やか親子21」の認識　「健やか親子21」を「知っている」は34．7％、「聞いたことはあるが具体的なことは知らない」（44．9％）、「知らない」（17。5％）で知らない者の方が高かった。市郡別では、「知っている」者は、郡部（24．0％）より市部（43．2％）の方が高かった。「聞いたことはあるが具体的なことは知らない」は、市部は40．8％、郡部は50．3％であった。「知らない」は市部で13．9％、郡部で22．2％であった。市部の方が郡部より知っている者の割合が高かった。（表28）2）「児童虐待」への取り組み　児童虐待についての取り組み状況は、全体では「話題になっている」（54．9％）が半数以上を占め、「活動で取り上げている」が19．4％、「話題にあがったことはない」22．9％であった。市郡別でみると、「活動でとりあげている」は市部（24．3％）が郡部（13．3％）より高かった。「話題になっている」の割合は、市部（53．3％）、郡部（56．8％）で差は少なかった。「話題にあがったことはない」については市部（20．3％〉、郡部（26．3％）で大きな差はなかった。（表29）5．行政や他組織との連携1）事務局　事務局所在地は、全体では、市町村保健センター（43．3％）が最も高く、以下、市町村役場（31．5％）、班長宅（14．0％）、公民館（5．2％）、市町村出張所（3．1％）などであった。市郡別では、市部が市保健センター（40．8％）、班長宅（22．4％）、市役所（19．1％）、公民館（7．8％）、出張所（5．4％）、その他（2．1％）であった。郡部では、役場（47．6％）、保健センター（46．2％）、出張所（0．3％〉、班長宅（3．8％）、公民館（1．8％）、その他（0．3％）の順であった。（表30）2）行政からの補助金　補助金については、補助金「あり」が89．1％で、「なし」は8．4％であった。（表31）一148一斉藤他：保健福祉における住民組織活動の実態と連携に関する研究（1）3）協力関係の組織　活動上の協力関係にある他組織の有無については、協力関係「あり」の割合は、全体で65．0％であった。市郡別では、市部（73．3％）の方が郡部（54．4％）より高かった。（表32）4）他組織の役員兼務状況　他組織の役員兼務の有無については、他組織の役員兼務「あり」は全体で66．2％、市郡別では市部（70．5％）が郡部（60．4％〉より高かった。（表33）IV．考察1．愛育班の構造と機能　婦人会など他の住民組織に編成されていない単独組織が81．3％で、1987（昭和62）年度調査の72．0％から9．3ポイント増加している。これは、既存組織、特に婦人会等の旧来型組織から、独立したものと推測される。独立の要因はともあれ、活動目的を達成するためには、その目的のみの組織構成である方が運営がし易いと考えられる。　組織構造の特徴である会員制、分班制をみると、会員制「あり」が、1987年度の36．4％から62．8％と26．4ポイント増加しており、会員制がかなり定着している。また、分班制は77．4％から今回は73．2％とやや低下している。市郡別で市部が少なかったことから、都市部における分班制の状況と問題についての詳細な検討が必要である。　役員の任期を定めている組織は77．8％で、任期満了時に役員が交替する組織は48．2％であった。このことは、班員をはじめ、役員の新陳代謝が活発なことを表しており、多くの人が活動へ参加し、新しい意見や考えが活動に反映されるという点では、好ましい運営になっていると思われる。　訪問活動・声かけ活動は89．1％で実施されており、1987年度（83．2％）に比べ5．9ポイント増加していた。訪問活動は困難なこととして取り上げられることが多いが、これは受け持ち制（班員が担当する近隣数世帯）に無理があるなど組織上の問題を内包していることが多く、今回の調査では活発な訪問活動が行われていることが明らかになったといえる。この活動をより強化することで、虐待等母子保健上の問題の早期発見につながると考えられる。　分班長会議の開催については、「定例で月1回開催している」が47．0％と、1987年度調査の28．1％（年11〜13回開催）と比べ高くなっている。訪問活動・声かけ活動に比べれば少ないが、半数の組織で毎月分班長会議が開催されており、声かけ活動による情報収集、話し合い学習、伝達等の活動が連続していると考えられる。今後、この場面の活性化が望まれる。2．班長（リーダー）　愛育班の活動についての意見では、「対象を限定せずに、地域住民の健康づくりに関する活動」（51．0％）、「母子保健・児童福祉だけでなく高齢者の保健と福祉の活動」（22．9％）など、母子保健活動を越えた活動の必要性を班長は考えていた。地域特性に即した活動を考えているといえよう。　訪問活動の必要性についての意見では、必要であると回答した班長は82．8％で、1987年度（71．3％）より11．5ポイント増加していた。話し合い活動の必要性については9割を越えており、実際の活動状況と班長の考えは一致していた。これは、活動の積み重ねと支援者である保健婦による助言の成果であるとも考えられる。4．母子保健・福祉の話題　「健やか親子21」はスタートして間もないが、「知っている」（34．7％）はr知らない」（17．5％）に比べ高く、今後の活動として積極的な取り組みが期待できよう。　ただし、「聞いたことはあるが具体的なことは知らない」が44．9％であることから、「健やか親子21」の具体的な内容や組織としての取り上げ方などにつ一149一日本子ども家庭総合研究所紀要　第37集いての情報提供は必要と考えられる。　また、郡部（24．0％）は市部（43．2％）に比べ、「知っている」割合が低い点から、行政の積極的な情報や活動方針等の提供が求められている。　児童虐待については、「活動で取り上げている」「話題になっている」をあわせると74．3％と全体に注目していたが、より多くの愛育班で話題に取り上げるなど、具体的な活動の中での取り組みを期待したい。　「活動で取り上げている」割合は、市部が24．3％と郡部に比べて10ポイント高く、虐待発生頻度が高いと推測できる。したがって市部については、早急に取り組み方法等の情報提供が必要であると考えられる。　訪問活動は、市部（87．3％）が郡部（91．4％）より3．1ポイント低くなっていた。訪問活動や声かけ活動は、日頃の状況が十分把握でき、隣人に近い距離から状況を把握できるという特色を生かした訪問、声かけ活動の工夫が望まれる。5．行政や他組織との連携　事務局の所在地は、市町村保健センターが43．3％で前回から21．2ポイント高くなっていた。市町村保健センターの整備が進んだ結果といえよう。市郡別では、市部で班長宅が22．4％と郡部の3．8％に比べ高い傾向がみられた。　一方、市町村保健センターや市町村役場、市町村出張所といった行政機関が事務局になっている割合は郡部が圧倒的に高く、8〜9割の愛育班は行政への依存度が高いことを示している。しかし、逆に行政との連携は取りやすいとも考えられる。　また、補助金の有無をみると89．1％が補助金を受けており、1987年度調査（75．8％）より13．3ポイント高くなっていた。事務局所在地と補助金の有無から考えて、市町村行政と愛育班は緊密な関係にあり、市町村の母子保健や健康増進、福祉施策の一翼を担っていると考えられる。この両者のパートナーシップのあり方が、今後の保健福祉活動を左右すると考えられる。　地域の住民組織間の協力関係rあり」は65．0％と、前回の51．2％から13．8ポイント増加していた。また、市郡別では、市部（73．3％）の方が郡部（54．4％）より、組織間の連携がとれているといえる。他組織や他団体との連携は今後の活動の大きな課題であることから、このあり方についての行政機関の支援に期待したい。V．まとめ　全国の愛育班長を対象にその活動状況や連携について調査した。1987年度調査と比べ、回収率は約1割低くなっていた。また、「健康日本21」や「虐待」の認識状況は低くはないものの十分でない。各愛育班に対しての情報提供を積極的に推進し、活動方法を提示していくことが必要と考えられる。啓発用パンフレットなどや機関紙を使用した情報提供が今後必要であろう。　住民組織には、愛育班等の地縁型組織のほか、委員型、ボランティア型等の構造、機能を異にする住民組織が存在する。今後これらのネットワーク化、すなわち連携の強化が課題となる。【文献】1）．愛育班全国調査報告書一全国の愛育班の状況一，　社会福祉法人恩賜財団母子愛育会，昭和63年一150一　斉藤他：保健福祉における住民組織活動の実態と連携に関する研究（1）表1愛育班全国調査対象組織数（2001．3．）と有効回収数No．コード都道府県名愛育班のある市町村数　単位育班数回収数有効回収数11北海道1112青森3岩手24宮城11135秋田7221746山形34・457福島410368茨城11232179栃木362810群馬222911埼玉5617311112千葉13東京14神奈川1015新潟3721116富山45417石川1218福井533191319山梨53138781420長野31031521岐阜22122静岡23愛知24三重25滋賀26京都1627大阪1111728兵庫3494701829奈良1111930和歌山3322031鳥取2422132島根5532233岡山783742672334広島412102435山ロ517142536徳島520162637香川40116732738愛媛48539高知40福岡2841佐賀1222942長崎6883043熊本1113144大分17552445宮崎3246鹿児島11047沖縄不明4合計3661，159779772回収率67．2％有効回収率66．6％一151一日本子ども家庭総合研究所紀要　第37集表2　市町村区分実数％市42454．9町30038．9村384．9N．A．101．3合計772100．0表3　結成年代年代実数％1930〜30．41940〜50．61950〜23129．91960〜15119．61970〜15520．11980〜12516．21990〜496．32000〜81．0N．A．455．8合計772100．0表4　市郡別組織形態単独他に編成N．A．合計市部実数3367414424％79．217．53．3100．0郡部実数284495338％84．014．51．5100．0N．A．実数8210％8020100合計実数62812321772％81．315．92．7100．0表5　市郡別会員制の有無ありなしN．A．合計市部実数24417010424％57．540．12．4100．0郡部実数234986338％69．229．01．8100．0NA．実数7310％70．030．0100．0合計実数48527116772％62．835．12．1100．0表6　市郡別分班制の有無ありなしN．A。合計市部実数28111924424％66．328．15．7100．0郡部実数277565338％82．016．61．5100つN．A．実数7310％70．030．0100．0合計実数56517829772％73．223．13．8100．0一152一斉藤他：保健福祉における住民組織活動の実態と連携に関する研究（1）表7　市郡別規約の有無ありなしN．A．合計市部実数376399424％88．79．22．1100．0郡部実数310208338％91．75．92．4100．0N．A．実数9110％90．010．0100．0合計実数6955918772％90．07．62．3100．0表8　市郡別総会開催の有無ありなしN，A．合計市部実数403174424％95．04．00．9100．0郡部実数315221338％93．26．50．3100．0N。A．実数1010％100．0100．0合計実数728395772％94．35．10．6100．0表9　活動の対象対象実数％1．地域の人たち全員56773．42．乳幼児や妊産婦のいる家庭496．33．乳幼児をもつ母親567．34．地域の婦人たち384．95．入会を希望した家庭121．66．その他243．1N．A．263．4合計772100．0表10　市郡別訪問活動の有無ありなしNA．合計市部実数370531424％87．312．50．2100．0郡部実数309281338％91．48．30．3100．0N．A．実数9110％90つ10．0100．0合計実数688822772％89．110．60．3100．0表11　分班長会議の開催状況実数％1．定例で月一回開催している36347．02．定例で2ヶ月に一回開催している10113．13．　1で　に3〜4回牙　してい8611．14．不定期で必要に応じて開催している14819．25．ほとんど開催していない。263．46．分班長がいないので会議はない374．8N．A．111．4合計772100．0一153一日本子ども家庭総合研究所紀要　第37集表12　その他活動の有無実数％あり66986．7なし557．1N．A．486．2合計772100．0実数％1．決まっている60177．82．役員の種類で異なる8911．53．決まっていない7710．0N．A．50．6合計772100．0表13　役員の任期実数％1．役員はあまり交替せず、固定的である8511．02．班員は交替するが分班長や班長等はあまり交替しない11014．23．班員・分班長は交替するが班長等はあまり交替しない11915．44．任期でほとんどが交替する37248．25．その他597．6NA．273．5合計772100．0表14　役員の交替状況実数％1．必ずしている51566．72．必要に応じて21427．73．していない243．1N．A．192．5合計772100．0表15　引継状況実数％1．毎年必ず開催している49964．62．班員が交替したとき開催している678．73．必要に応じて開催している13517．54．開催していない。506．5NA．212．7合計772100．0表16　班員研修表17　班長の性別実数％男50．6女75798．1N．A．101．3合計772100．0一154一斉藤他二保健福祉における住民組織活動の実態と連携に関する研究（1）表18　班長の年齢（年代）実数％20歳〜50．630歳〜547．040歳〜719．250歳〜19124．760歳〜28536．970歳〜13617．680歳〜111．4NA．192．5合計772100．0表19　班長経験年数実数％1年25132．52年12315．93年506．54年466．05年〜12416．110年〜10914．120年〜496．3合計75297．4NA．202．6合計772100．0実数％1．積極的な母子保健活動9412．22．母子だけでなく高齢者の保健福祉も17722．93．対象を限定せずに、地域住民の健康づくり39451つ4．その他101．3N．A．9712．6合計772100．0表20　活動のあり方実数％1．必ず必要だと思う41153．22．どちらかと言えば必要である22829．53．どちらともいえない678．74．あまり必要ではないと思う222．85．必要ないと思う50．66．わからない192．5N．A．202．6合計772100．0表21　家庭訪問活動・声かけ活動の必要性実数％1．必ず必要だと思う54170．12．どちらかと言えば必要である17522．73．どちらともいえない202．64．あまり必要ではないと思う131．75．必要ないと思う30．46．わからない91．2N．A．111．4合計772100．0表22　話し合い活動の必要性一155一日本子ども家庭総合研究所紀要　第37集表23　名称への意見実数％1．このままでよい45358．72．古い感じがするので変えた方がよい9011．73．活動内容にあった名称に変えた方がよい9612．44．この名称は使用していない7710．05．わからない364．7N。A．202．6合計772100．0表24　活動して良かった事実数％1．健康についての関心が高くなった23029．82．新しい知識や技能を学ぶことができた10113．13．親しくつきあえる友人ができた11815．34．地域や社会に貢献することができた17823．15．地域の人たちに感謝された。384．96．自分の意見を発表したり活動する機会が得られた253．27．その他384．98．特にない101．3NA．344．4合計772100．0表25　活動上で困った事実数％1．活動が忙しく家庭が犠牲になった11815．32．他の役員の協力が得られなかった557．13．人間関係が難しかった。10713．9吐愛育班独自の活動ができなかった536．95．地域の人たちに理解してもらえなかった587．56．行政の援助が得られなかった70．97．その他739．58．特にない26534．3N．A．364．7合計772100．0表26　後継者の有無実数％あり47962．0なし24732．0N．A．466．0合計772100．0表27　組織の運営状況実数％うまくいっている56673．3問題がある16221．0N．A．445．7合計772100．0156一知っている聞いたことはある具体的なことは知らない知らないN．A．合計市部実数183173599424％43．240．813．92．1100．0郡部実数811707512338％24．050．322．23．6100．0N．A．実数441110％40．040．010．010．0100．0合計実数26834713522772％34．744．917．52．8100．0　　　　　斉藤他：保健福祉における住民組織活動の実態と連携に関する研究（1）表28　市郡別健やか親子21の認識状況活動で取り上げている話題になってい　る話題にあがったことはないN．A．合計市部実数103226869424％24．353．320．32．1100．0郡部実数451928912338％13．356．826．33．6100．0N．A．実数26210％20．060．020．0100．0合計実数15042417721772％19．454．922．92．7100．0表29　市郡別「児童虐待」への取り組み状況市部郡部N．A．合計1．市役所・町村場実数811611243％19．147．610．031．52．市町村保健セター実数1731565334％40．846．250．043．33．市町村出張所実数23124％5．40．33．14．公民館実数336140％7．81．810．05．25．班長宅実数9513108％22．43．814．06．その他実数9110％2．10．31．3NA．実数10313％2．430．01．7合計実数42433810772％100．0100．0100．0100．0表30　市郡別事務局所在地表31　補助金の有無実数％あり68889．1なし658．4N．A．192．5合計772100つ一157一　　　　　　　　　　　日本子ども家庭総合研究所紀要表32　市郡別協力団体、組織の有無第37集ありなしN．A．合計市部実数3116746424％73．315．810．8100．0郡部実数18412529338％54．437．08．6100．0NA．実数7．03．010．0％70．030．0100．0合計実数50219278772％65．024．910．1100．0表33　市郡別役員の兼務状況ありなしN．A．合計市部実数2991187424％70．527．81．7100．0郡部実数2041268338％60．437．32．4100．0N．A．実数8210％80．020．0100．0合計実数51124615772％66．231．91．9100．0一158一

